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研究要旨： 

【目的】最新の精神保健福祉資料データによる精神病床利用者の数的状況に基づいて精神保健医

療福祉の改革ビジョンの進捗を明らかにする。 

【方法】厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課が，都道府県・政令指定都市

の精神保健福祉主管部（局）長に文書依頼を行い収集した全国の精神科医療施設などの状況につ

いての資料を，同課の許可を得て二次的に分析した。このデータはわが国の精神科病院等のほぼ

悉皆と見なしうる調査により得られたものである。1996年から 2013年調査のデータを使用した。

【結果】改革ビジョンの数値目標の最新の状況は平均退院率 72.0（目標値 76以上），退院率 23.8

（同 29以上），統合失調症等による在院患者数 169,511人（同 15万人以下）であった。2013年の

精神科病院等の在院患者総数は 297,436 人であり，前年比で 4,720 人の減であった。統合失調症

等の在院患者数は'12年から'13年の間で 3,906人の減（'11年から'12年の間では 2,193人の減），

一方で認知症を含む器質性精神障害のそれは 67,271 人と'12 年から'13 年の間で 912 人の減（'11

年から'12年の間では 213人の増）であった。認知症等，統合失調症等ともに人口 10万対在院患

者数が多いのは日本の周縁部，特に四国の太平洋側と九州に集中しているという特徴に変化はな

い。統合失調症等はほぼ全ての県で人口 10 万対患者数が減少傾向にある。平均退院率は，近年

71.2，71.2，71.4，71.1，70.9とほとんど変化がみられなかったが,'12年から'13年の間で 72.0と

わずかながら増加した。さらに,退院率は全体としては緩やかな増加傾向を示していたが，'11 年

から'12年の間では下降し'13年は変化が見られなかった。 

【結論】在院期間が 1年以内の患者の動態の指標である平均退院率は改革ビジョン前から上昇傾

向の後,この数年はほとんど変化がみられなかったが，'12年から'13年の間にわずかながら上昇し

た。しかし，'13年時点で数値目標とはおよそ 4ポイントの開きがあった。一方，長期入院となっ

た患者の動態の指標である退院率は'12年から'13年の間ではあまり変化がみられず，数値目標の

水準からはまだ 5ポイントの隔たりがあった。このように在院期間が 1年以内の患者の退院につ

いては改善が見られたことから改革の成果が期待される一方で，長期在院患者の退院の発生を表

す指標にほぼ変化がみられず，プラトーに達した可能性が高いと思われた。また，統合失調症の

在院患者数は一貫して減少傾向にある。しかし, 目標値とは 2 万人弱の開きがあった。認知症等

の在院患者数においては'12年から'13年の間に下降したが，減少傾向にある地域もあれば増加傾

向にある地域もあった。以上，'13年時点での数値を改革ビジョンで掲げられた数値目標と比べる

と達成は困難であると考えられた。 



 

Ａ．研究目的 

本研究は 1996 年から現時点で最新の調査である

2013年までの精神保健福祉資料のデータを用いて精

神科病床を有する病院（以下，精神科病院等）にお

ける在院患者の数的状況や改革ビジョンの数値目標

の推移を分析することにより，改革ビジョンのこれ

までの進捗を明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障

害保健課では，毎年6月30日付で，精神・障害保健

課長から都道府県・政令指定都市の精神保健福祉主

管部（局）長に「精神保健福祉関係資料の作成につ

いて」という文書依頼を行い，全国の精神科医療施

設などの状況についての資料を得ている。 

この精神保健福祉資料のデータはわが国の精神病

床を有する病院（以下，精神科病院等）のほぼ悉皆

と見なしうる調査により得られたものである。本研

究では1996年から2013年調査のデータを使用した。 

２．方法 

1996 年から 2013 年の精神保健福祉資料の精神科

病院等の患者についてのデータを用いた二次解析を

厚生労働科学研究として実施した。人口10万対の数

値を算出するためには，総務省統計局公表の各年10

月 1 日 現 在 推 計 人 口 を 使 用 し た

（http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.htm）。 
在院患者総数，症状性を含む器質性精神障害（F0）

（以下，認知症等
．
）および統合失調症，統合失調症

型障害及び妄想性障害（F2）（以下，統合失調症等）

による在院患者数，改革ビジョンで数値目標とされ

た平均退院率，1 年以上在院者の退院率（以下，退

院率）について最新の全国値を明らかにし，それら

の年次推移を分析した。都道府県（以下，県）ごと

の認知症および統合失調症等による在院患者数の最

新の状況およびそれらの人口 10 万対在院患者数の

推移を県間で比較した。県ごとの平均退院率，1 年

以上在院者の退院率の最新の状況と年次推移を分析

した。 

なお精神保健福祉資料の調査内容は年により多少

異なるため，集計項目によっては全ての年の数値は

ない場合がある。 

（倫理面への配慮） 

本研究は，厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部精神・障害保健課が，都道府県・政令指定都市の

精神保健福祉主管部（局）長に文書依頼を行い収集

した，全国の精神科病院の状況についての資料を，

厚生労働科学研究として，精神・障害保健課の許可

を得て二次的に分析したものである。データは施設

ごとの集計値として報告されており，そこには個人

を特定可能な情報は含まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．改革ビジョンの目標値の最新の状況とその推移 

2013 年の精神科病院等の在院患者総数は 297,436

人と前年から 4,720 人の減であった。在院患者総数

は図1に示したように一貫して減少傾向にある。 

改革ビジョンの数値目標の最新の状況は平均退院

率72.0（目標値76以上），退院率23.8（同29以上），

統合失調症等による在院患者数169,511人（同15万

人以下）であった。 

認知症等の在院患者数は'97 年から上昇傾向にあ

ったが，'12年から'13年の間に 912名減少した('12

年は68,183名，'13年は67,271名)。統合失調症等の

在院患者数は'12年から'13年の間で 3,906人の減少

であった（'11年から'12年の間では2,193人の減少）。

図 2に示すように統合失調症等による在院患者数も

一貫して減少傾向にある。 

平均退院率の推移を図 3に示した。'98年から'05

年にかけては増加傾向であったものの，ここ近年'12

年までは71.2，71.2，71.4，71.1，70.9とほとんど変

化がみられなかったが,'13年に72.0とわずかながら

増加している。ただし，変化がみられなかった近年

でも'98 年と比較すると平均退院率は改善している。

'98 年当時より新規入院者が短期間で退院できるよ

うになったことは新規入院患者の退院の様子を示し

た図 4 において実線で示した'13 年と破線で示した

'98年の比較からも明らかである。 

一方で 1年以上継続して在院した患者が 1年間に

どれくらい退院するかの指標である退院率も，改革

ビジョン前の'99 年と比べると一定の改善（21.7→

23.8）はみられた（図 5）。年ごとの変動はあるもの

の全体としては緩やかな増加傾向を示し'11 年から

'12年の間では下降し'13年はほとんど変化がみられ



 

なかった。また，在院期間別の退院率を県ごとに算

出し，その分布を箱ひげ図を並べて示した（図 6）。

在院が長期になる者には退院を阻害する何らかの要

因が存在すると考えられるため，在院が長期に継続

するほど退院が発生しづらくなり退院率が低くなる

と予想される。図からもこの傾向を読み取ることが

できるが，特に在院期間が 1年以上 5年未満の群と

それ以外の群では退院率の違いが顕著であることは，

前年までの調査結果と違いはない。 

'13年の認知症等による在院患者数は 67,271人と

'12年から'13年の間で912人減少し，'97年以降増加

傾向にあったのが逆転している（図 2）。なお，'11

年から'12年の間では213人の増加，'10年から'11年

の間では1,077人の増加であった。 

認知症疾患治療病棟に新たに入院した患者のおよ

そ 1年間の退院の様子を図 4に点線で示した。入院

から165日（=5.5カ月）から195日（=6.5カ月）の

間に半数が退院し，約1年（11.5カ月）で6割強が

退院していた。これは前年と大きな違いはない。 

 

２．県別の改革ビジョンの目標値の最新の状況とそ

の推移 

人口 10 万対在院患者数の大小の地理的な分布を

把握するために'13年の県別の人口 10万対在院患者

数に基づいて県をそれぞれの区分にほぼ同数の県が

含まれるように 5つに区分し，その結果を日本地図

上に色の塗り分けで示した。色が濃い県は人口10万

対在院患者数が多いことを示す。図 7が認知症等，

図 8が統合失調症等についてである。双方とも人口

10万対在院患者数が多いのは日本の周縁部，特に四

国の太平洋側と九州に集中しているのが特徴である。

この特徴はこれまでの傾向と変化がない。 

次に県別に'97年から'13年にかけての人口10万対

在院患者数の推移を検討した。図 9に示すように，

認知症等の推移は，明確に増加傾向にある県と，よ

り少数の緩やかな増加傾向もしくはほとんど変化の

ない県,および下降傾向にある県に大別される。人口

10万対の認知症等の在院患者数が他よりも高い水準

かつ増加の著しい県は，東北，九州に多い。統合失

調症等については，ほぼ全ての県で人口10万対患者

数が減少傾向にある（図 10）。図中に破線で示した

のは，目標値（統合失調症等の在院患者数15万人以

下）を達成した場合の人口10万対在院患者数の118

である（15万人を2014年10月1日現在総人口で除

して求めた）。約4分の1（47県中12県： 宮城, 埼

玉, 千葉, 東京, 神奈川, 静岡, 愛知, 滋賀, 京都, 

大阪, 兵庫, 奈良）が既にこの水準に達している一方

で，この2から3倍の水準にある県（47県中5県：

徳島，佐賀，長崎，熊本，鹿児島）も 1割程度存在

する。水準に達している県は，関東，中部，関西に

集中している。 

図11，12にそれぞれ平均退院率および退院率の高

低を日本地図上に色の塗り分けで示した。塗り分け

の規則は人口10万対在院患者数と同じである。双方

ともその分布に明確な規則性は観察できず，人口10

万対在院患者数のように数値の高い（もしくは低い）

県が特定の地域に集中していない。 

図 13に'13年の県ごとの平均退院率と退院率の散

布図を示した。実線は両指標の目標値である。平均

退院率は76以上，退院率は29以上が目標値のため，

両指標の目標値をともに達成した県は，2 本の実線

で分けられた 4つの領域のうち右上にプロットされ

る。'13年時点において目標をともに達成した県はな

かった。 

県別の平均退院率の推移は，多くの県で目標値に

向けて増加傾向にあるか，目標値近くの水準を保っ

て推移していた（図 14）。退院率については明確な

傾向が認められない県が多い（図15）。 

 

Ｄ．考察 

精神保健福祉資料の 1996年から 2013年調査のデ

ータを用いて精神科病床を有する病院における在院

患者についての二次解析を行った。悉皆と見なしう

る調査に基づいて，わが国の精神科病院等における

統合失調症等，認知症等による在院患者数，平均退

院率，および退院率の全国および県の最新の状況お

よび推移を明らかにできた。 

在院期間が 1年以内の患者の退院動態の指標であ

る平均退院率がこの数年はほとんど変化がみられな

かったが'12年から'13年の間にわずかながら上昇し

た改善等から，数値目標には達していないものの，

新たに長期在院を生じさせない点では改革の成果が

伺えた。しかし,'13 年時点で数値目標とはおよそ 4

ポイントの開きがまだあり，平均退院率の数値目標



 

の達成は困難であるとされる問題が残った。 

また，在院期間が 1年以上継続の患者の長期在院

退院率は'12年から'13年の間ではあまり変化がみら

れなかった。数値目標の水準からはまだおよそ 5ポ

イントの隔たりがあり，こちらも数値目標の達成は

非常に困難と思われた。 

統合失調症の在院患者数について，既に目標値を

達成した場合の 10 万対在院患者数の水準に達して

いる県やその水準の近づいている県と，減少傾向に

あるものの水準からの隔たりが大きい県と二極分化

している現状が存在するものの，全国値も目標に近

づいている。期限までの数値目標の達成は困難があ

ると思われるが，水準から隔たりが大きい県でいか

にして改革の取り組みを進めていくかが課題となる

だろう。 

認知症を含む器質性精神障害の精神病床の在院患

者数は’03年以降'12年まで一貫して増加傾向にあっ

たが，'12年から'13年の間に下降した。認知症等の

在院患者数が高い水準かつ増加の著しい県があるこ

とは注視が必要と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

在院期間が年以内の患者の動態の指標である平均

退院率は改革ビジョン前から上昇傾向の後,この数

年はほとんど変化がみられなかったが'12 年から'13

年の間にわずかながら上昇した。しかし，'13年時点

で数値目標とはおよそ 4ポイントの開きがある。ま

た，長期入院となった患者の動態の指標である退院

率は'12年から'13年の間であまり変化がみられず，

数値目標の水準からはまだ 5ポイントの隔たりがあ

る。このように在院期間が年以内の患者の退院につ

いては改善が見られたことから改革の成果が期待さ

れる一方で，長期在院患者の退院の発生を表す指標

にほぼ変化がみられず，プラトーに達した可能性が

高いと思われた。また，統合失調症の在院患者数は

一貫して減少傾向にある。しかし, 目標値とは 2 万

人弱の開きがあった。認知症等の在院患者において

は'12年から’13年の間に下降したが，減少傾向にあ

る地域もあれば増加傾向にある地域もあった。以上，

'13 年時点での数値を改革ビジョンで掲げられた数

値目標と比べると達成は困難と考えられ，いかにし

て改革の取り組みを進めていくかが課題であろう。 
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図 1：精神病床の在院患者数の推移

 

図 2：認知症等（F0）と統合失調症等（F2）による在院患者数の推移 
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図 3：平均退院率の推移 

 

 

図 4：新たに精神病床に入院した者の退院の発生状況 
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図 5：退院率の推移 

 

図 6：在院期間別の退院率の県ごとの値の分布の比較 

 

注：実線は退院率の目標値 29を示している。  
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図 7：2013年の県別の認知症等（F0）による人口 10万対在院患者数 

 

注：それぞれの区分にほぼ同数の県が含まれるように 5つに区分した。色が濃い県は人口 10万

対在院患者数が多いことを示している。 

 

図 8：2013年の県別の統合失調症等（F2）による人口 10万対在院患者数 

 
注：それぞれの区分にほぼ同数の県が含まれるように 5つに区分した。色が濃い県は人口 10万

対在院患者数が多いことを示している。 
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図 9：県別の認知症等（F0）による人口 10万対在院患者数の推移 
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図 10：県別の統合失調症等（F2）による人口 10万対在院患者数 

 
注：破線は目標を達成した場合の 2014年 10月 1日現在総人口時の人口 10万対在院患者数（118）

を示す。  
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図 11：2013年の県別の平均退院率 

 

注：それぞれの区分にほぼ同数の県が含まれるように 5 つに区分した。色が濃い県は平均退院

率が高いことを示している。 

 

図 12：2013年の県別の退院率 

 
注：それぞれの区分にほぼ同数の県が含まれるように 5 つに区分した。色が濃い県は退院率が

高いことを示している。 
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図 13：2013年の県ごとの平均退院率と退院率の散布図 

 

 

注：図中の 2本の点線はそれぞれの軸に示した指標の目標値。 
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図 14：県別の平均退院率の推移 

 
注：破線は平均退院率の目標値 76を示している。  
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図 15：県別の退院率の推移 

 
注：破線は退院率の目標値 29を示している。富山県，鳥取県などの異常に高い数値は病院の統

廃合などによる外れ値 
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